
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

計 画 給 水 人 口 971

現 在 給 水 人 口 198法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

非適

津幡町簡易水道事業経営戦略

事業の現況

策 定 日 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 32 年 4 月 1 日

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

石川県津幡町

簡易水道事業

計 画 期 間 ： ～

水 源 　表流水　, 　ダム　, 　伏流水　, 　地下水　, 　受水　, 　その他

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

上河合区：基本料金　1ヶ月あたり１０ｍ3まで　300円　超過料金　1ｍ3あたり　100円　（口径13mm、量水器使用料含む）
木窪区：基本料金　1ヶ月あたり１０ｍ3まで　700円　超過料金　1ｍ3あたり　70円　（口径13mm、量水器使用料含む）
上大田区：基本料金　1ヶ月あたり１０ｍ3まで　1,100円　超過料金　1ｍ3あたり　100円　（口径13mm、量水器使用料含む）

9.2

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 28.72

施 設 数
浄水場設置数

配水池設置数

3

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 183 ㎥／日

　産業建設部上下水道課において上水道、簡易水道、下水道事業の運営を行っています。　上下水道課の職員数は正職員１２名、会計年度任用職員（窓口担当）２
名の計１４名です。

これまでの主な経営健全化の取組

　特になし。

　令和元年度決算における「経営比較分析表」を添付しています。

平 成 23 年 4 月 1 日

3
管 路 延 長



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

水需要の予測

施設の見通し

　簡易水道の給水区域である上河合、木窪、上大田地区の給水人口は近年減少傾向にあるため、計画期間内の人口予測については、各地区ごとに平成27年度から
令和元年度までの人口減少率の年平均値を前年度の給水人口に乗じた数値を合計して算出しています。その結果、給水人口は計画期間内で約53人（27.6％）減少
すると予測しています。

　施設の見通し：供用開始後上河合地区は64年、木窪地区は44年、上大田地区は32年が経過しています。上河合地区の水道管の大半は平成10年度の農業集落排
水事業に合わせて更新され健全であり、配水池その他の施設については適切な維持管理を行い延命化を図ります。

料金収入の見通し

　水需要予測に基づき推計した有収水量に令和元年度実績の供給単価を乗じて料金収入を推計しています。
　料金収入についても人口減少に比例して減少し、計画期間内で524千円（27.1％）減少すると予測しています。

給水人口の予測

　当地区では、水利用のほとんどが生活用であるため、水需要（有収水量）は、給水人口１人当たり平均使用水量の過去５年間（平成27年度から令和元年度まで）の
実績平均値に将来の給水人口を乗じて算出しています。その結果、有収水量は計画期間内で約4,755m3（27.9％）減少すると予測しています。

各年度末の給水人口予測 単位：人

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

192 186 180 174 168 163 158 153 148 143 139

各年度の水需要予測 単位：ｍ3/年

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

17,025 16,475 15,941 15,429 14,932 14,456 13,987 13,537 13,097 12,675 12,270

各年度の料金収入予測 単位：千円

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

1,932 1,872 1,814 1,757 1,702 1,650 1,598 1,549 1,500 1,453 1,408

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　料金収入による運営を原則とし、適正な維持管理により施設長寿命化に努め、長期にわたり良質な水道水を供給する。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

　料金徴収業務について、包括的民間委託の検討を行っていますが、今回の計画期間では職員数等の組織の変更は見込んでいません。

組織の見通し

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

収益的収入

料金収入 水需要予測に基づく料金収入を計上しています。

他会計繰入金 消火栓維持に係る一般会計負担金です。

その他（営業
外）

補修基金の運用益及び取り崩し額です。直近８年間の決算額平均値を計上しています。

②　収支計画のうち財源についての説明

建設改良の計画はありません。

収益的支出

その他 簡易水道の維持管理全般に係る経費です。量水器の検満交換費用を平準化するため、直近８年間の決算額平均値を計上しています。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　特にありません

広 域 化 　特にありません

料 金

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 　特にありません

　借入予定はありません

　消火栓に関する経費のみ繰入れます。

　特にありません
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

　特にありません

　特にありません

　今後、料金収入は人口減によりさらに減少していくことが予想されることから、料金改定等について検討を行い、経営
基盤の強化を図ります。

委 託 料

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　特にありません

そ の 他 の 取 組 　特にありません

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

　現状通りとします。

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

今回の計画期間は令和３年度から12年度までの10年間としています。経営状況等を定期的に精査・検証し、必要であ
れば見直しを行います。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

動 力 費

そ の 他 の 取 組

修 繕 費 　日常の点検・管理を適正に行い、修繕費の抑制に努めます。

　現状では削減は見込めません。

　特にありません



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）
石川県　津幡町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

110.59 339.99 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D4 非設置 37,600

－

- 該当数値なし 0.53 2,200 198 4.92 40.24 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　３地区合計で収益的収支比率は１００％を超え、
単年度で黒字となっている。給水人口減少のため施
設利用率は低いが、起債残高はなく、料金回収率や
給水原価は類似団体と比べ良好である。今後人口減
少による料金収入の減少に留意し運営を行う。

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 115.26 143.71 99.38 104.56 213.68

平均値 72.03 72.11 74.05 73.25 75.06

①収益的収支比率(％)
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当該値 165.63 118.42 60.48 0.00 0.00

平均値 1,510.14 1,595.62 1,302.33 1,274.21 1,183.92

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)
【76.03】 【1,084.05】

該当数値なし 該当数値なし

全体総括

　現在のところ、収益的収支比率及び料金回収率と
も類似団体平均値を上回っているが、給水区域は人
口減少傾向にある集落であり、今後、収入の減少に
より、管および施設の維持修繕や更新費用が確保で
きるよう、料金水準や運営手法の検討を行う。

2. 老朽化の状況について

　農業集落排水事業や農林事業に併せて更新を行っ
た管路につては全般的に健全であるが、創設時に布
設された管路には経年化しているものもあるため、
修繕や更新の費用確保に留意する。

2. 老朽化の状況
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H27 H28 H29 H30 R01

当該値 91.92 91.97 91.76 92.13 89.27

平均値 74.96 74.63 74.90 72.72 72.75

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【73.31】【54.90】【300.47】【53.46】

【0.56】

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 2,312 2,368 2,308 2,250 2,193 2,138 2,086 2,034 1,985 1,936 1,889 1,844

（１） (B) 1,945 1,932 1,872 1,814 1,757 1,702 1,650 1,598 1,549 1,500 1,453 1,408

ア 1,945 1,932 1,872 1,814 1,757 1,702 1,650 1,598 1,549 1,500 1,453 1,408

イ (C)

ウ

（２） 367 436 436 436 436 436 436 436 436 436 436 436

ア 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170

イ 197 266 266 266 266 266 266 266 266 266 266 266

２ (D) 1,082 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114

（１） 1,082 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114

ア

イ 1,082 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114 1,114

（２）

ア

イ

３ (E) 1,230 1,254 1,194 1,136 1,079 1,024 972 920 871 822 775 730

1 (F) 2,401

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 2,401

２ (G) 2,401

（１） 2,401

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

９年度 10年度 11年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

(J) 1,230 1,254 1,194 1,136 1,079 1,024 972 920 871 822 775 730

(K) 703 1,186 1,254 1,194 1,136 1,079 1,024 972 920 871 822 775

(L) 543 1,070 1,138 1,078 1,020 963 908 856 804 755 706 659

(M)

(N) 1,070 1,138 1,078 1,020 963 908 856 804 755 706 659 614

(O)

(P) 1,070 1,138 1,078 1,020 963 908 856 804 755 706 659 614

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 1,945 1,932 1,872 1,814 1,757 1,702 1,650 1,598 1,549 1,500 1,453 1,408

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

170 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170

170 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170

170 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

11年度 12年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

８年度 ９年度 10年度


